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【ネイチャーポジティブ経済研究会（NPE研究会）設立の背景・目的】

本検討会の目的は、外部環境の変化に対応して、ネイチャーポジティブに貢献する取
組の推進と、サプライチェーンの強靭化、新たな産業創出等に繋げることである

NPE研究会設立の背景

• 昨年６月に開催されたＧ７ コーンウォールサミットでは、「2030年までに生物多様性の減少傾向を食い止め、

回復に向かわせる」という地球規模の目標へのコミットが表明され、ネイチャーポジティブ実現に向けた柱のうちの

一つとして、自然への投資やネイチャーポジティブ経済の促進が掲げられた。

• 今年12月にカナダで開催予定のCOP15において、新たな世界目標である「ポスト2020生物多様性枠組」が決

定される予定であり、その進捗を測る指標案等も決定される予定である。

• 民間主導でTNFDフレームワークの策定が進められており、官民双方において、生物多様性・自然資本とビジネ

スの関係性についてのルール作りの機運が急速に高まっている。

NPE研究会設立の目的

• 多くの自然資本を海外に依存する一方で、国内の自然資本が必ずしも十分に利活用されていないわが国の

状況を踏まえつつ、

• 炭素中立（カーボンニュートラル）やサーキュラーエコノミーと統合的にネイチャーポジティブに貢献する取組を進

めて行くとともに、

• 国際動向にわが国企業が適切かつ戦略的に対応し、ネイチャーポジティブを通じてサプライチェーンの強靱化や

新たな産業創出等に繋げていく。
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ネイチャーポジティブ経済への移行による経済効果・インパクト・

シナリオ分析検討の進め方（全体像）
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【目的①ネイチャーポジティブ経済への移行による経済効果・インパクト・シナリオ分析検討の進め方（1/2）】

今年度は、世界経済フォーラムによる方法論をベースに、日本の特色や気候変動・
サーキュラーエコノミー（CE）の影響を加味した日本のネイチャーポジティブ経済への
移行による経済・社会・環境へのインパクトを推計・整理する

◼世界経済フォーラムがグローバル規模での「ネイチャーポジティブ経済への移行によるインパクト推計」を行っている

ため、その際の方法論をベースに日本版のインパクト推計を進める。

◼インパクト推計時には、日本の特色（産業構造、固有のビジネス機会等）や気候変動・CEへの影響について

も加味する。

既出の「ネイチャーポジティブ経済への移行による
インパクト」の推計方法をベースに、機会を整理

日本版の「ネイチャーポジティブ経済への移行による
インパクト」を推計

◼ 世界経済フォーラム “New Nature Economy Report II” にて挙げら

れる、ネイチャーポジティブ経済への移行にとって主要な機会（グローバ

ル）を参照のうえ、整理する

◼ 検討会やヒアリングで得られる有識者・委員のご意見を踏まえて、日本

の特色（産業構造、固有のビジネス機会等）を織り込む方法を検討

する

◼ IPBES-IPCC等の研究結果等を参考に、気候変動・CEとの相乗効果、

トレードオフ等を整理する

◼ 上記を織り込んだうえで、ネイチャーポジティブ経済への移行による経済・

社会・環境へのインパクトを推計・整理する

FYR4
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【ネイチャーポジティブ経済分析事例（2/2）】

世界経済フォーラムは、中国では、2030年までに8,800万人の雇用創出と
年間1.9億米ドル（約256兆円）規模のビジネス機会が見込めると推計している

ネイチャーポジティブ経済への移行によるインパクトについて（以下、抜粋のうえ翻訳）

本報告書は、3つの社会経済システムの下での15の優先的移行によってもたらされるビジネスチャンスを

中国企業が獲得するための、明確なロードマップを提示している。これらの移行は、2030年までに中国に

1兆9000億ドルのビジネス価値をもたらし、8800万人の雇用を創出すると予測されている。

出所：世界経済フォーラム（2022） New Nature Economy Report III：Seizing Business Opportunities in China’s Transition Towards a Nature-positive Economy

（https://www3.weforum.org/docs/WEF New Nature Economy Report China 2022.pdf）

世界経済フォーラム 2022年1月発行

“New Nature Economy Report III：Seizing Business Opportunities in China’s Transition 

Towards a Nature-positive Economy”
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【生物多様性保全と気候変動対策の相乗効果に関する分析事例】

IPBES-IPCC合同ワークショップでは、生物多様性の保護と気候変動の緩和・適応の
間の相乗効果とトレードオフについて議論・分析が行われた

出所：Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services、 Intergovernmental Panel on Climate Change（2021）IPBES-IPCC co-sponsored workshop report on 

biodiversity and climate change（https://zenodo.org/record/5101133#.YrVtL0bP1aS）Scientific outcome of the IPBES-IPCC co-sponsored workshop on biodiversity and climate change

（https://zenodo.org/record/5101125#.YrVyGUbP1aR）、地球環境戦略研究機関（2021）IPBES-IPCC合同ワークショップ報告書：IGES による翻訳と解説

（https://www.iges.or.jp/jp/publication documents/pub/policyreport/jp/11634/IPBES IPCC ws J final.pdf）

IPBES-IPCC “IPBES-IPCC co-sponsored workshop report on biodiversity and climate 

change” , “Scientific outcome of the IPBES-IPCC co-sponsored workshop on 

biodiversity and climate change”

IPBES-IPCCワークショップ合同ワークショップ報告書の概要
陸域・海域での気候変動緩和・適応戦略に関する議論において、生物多様性を前面に押し出すことが急務となっていることを踏まえ、IPCC と IPBES の

共催による本ワークショップでは、生物多様性の保護と気候変動の緩和・適応の間の相乗効果とトレードオフについて取り上げた。

気候変動緩和・適応のみに焦点を絞った対策は、自然や自然の恵みに直接的・間接的な悪影響を及ぼす可能性があり、生物多様性の保護と再生

にのみ焦点を絞った対策は、多くの場合、気候変動緩和に波及効果があるが、その効果は生物多様性と気候の両方を考慮した対策に劣る可能性が

あることを分析・議論を通して結論付けた。
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ネイチャーポジティブ経済への移行による経済効果・インパクト・

シナリオ分析検討の進め方（ - の方針について)1 5
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【ネイチャーポジティブ経済シナリオ（世界観）（1/2）】

シナリオについては、外部文献を参照としつつ、次期世界目標（ポスト2020生物多様
性枠組）やわが国の戦略（次期生物多様性国家戦略）と整合して検討を進める

◼世界観の記載がある資料として、世界経済フォーラムの”New Nature Economy Report II, III“や責任投資原則の

” Inevitable Policy Response 2021 Emissions & 1.5°C Required Policy Scenario (1.5°C RPS) Policy Summary”など

が存在。

◼世界経済フォーラムのレポートでは、グローバル全体及び中国を範囲として、具体的な手段別に経済効果の推計結果が公表さ

れており、本検討でも活用可能と想定。

◼複数のシナリオ（世界観）が想定されるが、有識者視点で「蓋然性が高いもの」に絞り込みは行うものの、あらゆる可能性を否

定しないよう、一つには絞らず複数のシナリオで検討を行う。

◼一方、次期世界目標（ポスト2020生物多様性枠組）やわが国の戦略（次期生物多様性国家戦略）を踏まえてシナリオの

前提に対して変更を加える。また、中国はビジネス環境が異なるため、他地域事例（欧州等）についても調査する。

1

対象地域

世界観
(想定温度帯等)

時間軸

特徴

1.5°C Required Policy Scenario

世界経済フォーラム 責任投資原則

• グローバル

• 中国

• 今後調査予定

• 2030年

• グローバル

• 産業革命以前に比べて、気温上昇1.5℃未

満

• 2020年-2050年

• 既存及び発表済みの政策に基づくシナリオ

• 機会規模の推計は産業セクター別の経済規

模の積み上げで算出。機会間の経済効果の

相互作用や需給均衡による価格変動等は考

慮していない

• IEA NZE（2050年ネットゼロレポート）に基づ

くシナリオ

• 政策、土地利用、新興経済、NET、価値ドラ

イバーに関する分析あり

• Nature Based Solutions導入の影響を加味

している

Nature Positive Scenario

• グローバル

• 中国

• 今後調査予定

• 2030年

• 2030年ネイチャーポジティブな世界を実現する

ための3つの主要な社会経済システムにまたが

る15の優先的移行手段を提示したシナリオ

• 機会規模の推計は産業セクター別の経済規

模の積み上げで算出。機会間の経済効果の

相互作用や需給均衡による価格変動等は考

慮していない

Business-as-Usual（BAU） Scenario

「ネイチャーポジティブな世界観」に関するシナリオ（例）の概要

出所：世界経済フォーラム（2022）New Nature Economy Report III：Seizing Business Opportunities in China’s Transition Towards a Nature-positive Economy

（https://www3.weforum.org/docs/WEF New Nature Economy Report China 2022.pdf）、AlphaBeta（2020）METHODOLOGICAL NOTE TO THE NEW NATURE ECONOMY REPORT II: THE FUTURE OF 

NATURE AND BUSINESS（https://alphabeta.com/wp-content/uploads/2020/07/200715-nner-ii-methodology-note_final.pdf）、Principles for Responsible Development（2021）Inevitable Policy 

Response 2021 Emissions & 1.5°C Required Policy Scenario  (1.5°C RPS) Policy Summary（https://www.unpri.org/download?ac=14914）
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【産業別リスク・機会の把握】

生物多様性関連のリスク・機会を参照し、ネイチャーポジティブ経済にとってマテリア
ルなセクターとそこでの有効なビジネスモデルを選定・整理する

◼セクターごとに生物多様性におけるリスク・機会は異なり、それに紐づいて、ネイチャーポジティブ経済への移行の手段も異なる。

◼例えば、世界経済フォーラムの ”New Nature Economy Report III“では、中国の「自然損失の危険にさらされているセクター」や

「ネイチャーポジティブ経済にとってマテリアルなセクター」はいずれも一次産業が上位であるものの、様々挙げられる。

◼今後、日本における「ネイチャーポジティブ経済にとってマテリアルなセクター」を選定し、それらにおいて有効なビジネスモデルを想

定・整理していく。

◼サステナビリティ基準審議会（ISSB）によるIFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」

（案）やTNFDフレームワーク（ベータ版 v0.1）でも、マテリアリティ分析（重要性評価）の結果に応じて開示リスクを特定す

る方針は示されている。

2

中国の自然損失の危険にさらされているセクター（上位10種）

1 農業・食品・飲料

2 サプライチェーン・交通

3 エネルギーおよびユーティリティ

4 小売、消費財、ライフスタイル

5 航空、旅行、観光

6 金属・鉱業

7 ITおよびデジタル通信

8 石油・ガス

9 インフラ・都市開発

10 自動車

出所：世界経済フォーラム（2022） New Nature Economy Report III：Seizing Business Opportunities in China’s Transition Towards a Nature-positive Economy

（https://www3.weforum.org/docs/WEF New Nature Economy Report China 2022.pdf）
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【ネイチャーポジティブ経済への移行ロードマップ】

本検討においては、移行が適切に行われる前提で推計を行う（セクター別の課題や、
実現可能性の時間軸は問わず、100%達成したとして推計する）

◼本検討では、「全セクターを通して、ネイチャーポジティブ経済への移行が目標通りに達成された2030年時点の

世界観」における経済効果（最大値）を推計予定。

◼本来にはセクターごとに、ネイチャーポジティブ経済への移行のためにクリアせねばならない課題が存在。それらの

課題への対応方針と達成度（例：セクター別ロードマップの策定と進捗管理）によって、セクターのネイチャーポ

ジティブ経済への移行ペースは変化し、経済効果も増減するが、本推計においては、それらの要素は一旦考慮し

ない。

4

（参考：ロードマップ例）

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略上の、重要分野（＝セクター）別ロードマップ

14の重要分野
1. 洋上風力・太陽光・地熱産業

（次世代再生可能エネルギー）

2. 水素・燃料アンモニア産業

3. 次世代熱エネルギー産業

4. 原子力産業

5. 自動車・蓄電池産業

6. 半導体・情報通信産業

7. 船舶産業

8. 物流・人流・土木インフラ産業

9. 食料・農林水産業

10.航空機産業

11.カーボンリサイクル・

マテリアル産業

12.住宅・建築物産業・次世代

電力マネジメント産業

13.資源循環関連産業

14.ライフスタイル関連産業

出所：経済産業省 （2021）2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

（https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005.html）






